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要旨：本研究では，幼少年の身体活動量がもたらす心理社会的恩恵に関する研究動向を
概観するとともに，今後求められる幼少年期における体力向上施策を展望した．幼児期
運動指針を始めとして，体力向上に関わる実践方策が実施され，近年「緩やかな向上傾
向」が確認されている．子どもの身体活動を規定する背景については，幼少年期におい
ては男児がより活発で，家庭内での活動的な役割モデルや支援が有効であることから，
より自律的な身体活動との関わりに導かれるよう，家庭や仲間，指導者などの周囲の役
割は大きい．幼少年期における基本的な運動能力の獲得はその後の発達期における身体
活動量に寄与するため，就学前後の発達期における人的・物的・質的な環境整備の影響
は大きい．運動による心理社会的な恩恵については，負の気分・感情の低減，自己概念
の充実，基本的運動技能の獲得，認知的機能の向上，さらに学業成績や学校適応の改善
に関して検討されてきたが，研究間で結果は一致せず，定義や測定方法における共通認
識が必要である．幼少年期の身体活動介入の研究パラダイムにも成人期以降のそれが援
用される現状だが，この発達期の固有性や独自性を反映した方法論の提案が必要だろ
う．なぜ身体活動が心理的恩恵をもたらすのか，特に認知機能を改善するのか，につい
ての実証的かつ包括的な説明が今後期待される．

キ�ーワード：子ども，身体活動，調整力，心理社会的恩恵，認知機能，実行機能　

１．はじめに

　障子どもの体力及び身体活動量の向上方策 3-6，12，13，35，36）が施される中，体育の日関連の記事は，
体力低下の「底打ち」1），「向上の兆しの確認」，「新体力テスト施行後の 15 年間では，小学校高
学年以上の年代で緩やかな向上傾向が続く」2）と報じてきた．しかし，各体力要素については握
力や投能力をはじめ，「直近 17 年間の 6 歳から 19 歳の体力・運動能力の年次推移の傾向は，昭
和 60 年頃と比べ，・・・（中略）・・・以外は，依然低い水準」2，37），と分析された．これまでに
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日体協による一連の調査 3-6，46，47）に基づき，「幼児期運動指針」36）が公表され，幼児期の習得が期
待される「基本的な動き」，生活及び運動習慣の実践的な取り組みが提示された．さらに幼児期
から児童期の運動実践の具体的方策として「体力向上の基礎を培うための幼児期における実践活
動」35），そして日体協による「基礎的な動き」の習得とその遊び実践例を示した「子どもの発達
段階に応じた体力向上プログラム」が公表された．これらの知見の広く社会への浸透を願い，一
般向けの解説書 45）も公刊されている．
　幼少年期にはめざましい運動発達が遂げられ，主に調整力 36）の獲得しながら，「基本的運動技
能」（Fundamental�Movement�Skills：FMS；基本的な動き，基礎的な動きと同義）20）の習得と
ともに，その後の専門的な運動発達に方向づけられるよう，移動系（体を移動させる動き），操
作系（対象を操作する動き），そして平衡系（体のバランスをとる動き）から成る基本的動作の
習得が望まれる 31）．基本的動作の習得には３つの段階があり 20），2 ～ 3 歳頃は基本的動作が未熟
な初期段階，4 ～ 5 歳のその定着が認められる初歩段階，6 ～ 7 歳の基本的動作が成人水準に近
づく段階，に区分される．｢子どもを小さな大人｣ と浅慮せず，発育発達の原則の共通性と独自
性を理解しながら，「基本的動作」の習得に向けた関わりが求められる．�
　子ども期の身体活動は，当期のみならずその後の発達期の活動量や健康度にも影響を及ぼすゆ
え 10），身体活動促進については内外を問わず強い政策的な関心が注がれる．しかし，期待され
る運動の「恩恵」（アウトカム）については，測定手段の障壁などの理由から十分な証拠の蓄積
はない 30）．｢指針｣ の「１日 60 分の運動」でさえ，｢行政的な一律性，普遍性｣ を持つ分かり易
い ｢スローガン｣ だが，エビデンスに裏付けがない現状 48）では，その検証も不可能となる．ま
た，これまで検討されてきた身体活動と関連づけられる恩恵は，成人期以降と同様の生活習慣病
の危険因子が多く，子どもの場合は心理的健康，認知的期発達や学業成績などが付加されるが，
幼少年期に特有の発達的特徴とは何か，について今後の精査が必要である．以上より本稿では，
幼少年期を中心に身体活動の恩恵を検討した研究総説について概観するとともに，今後の対策お
よび研究上の課題について展望することにする．

本　論

１）幼少年期の身体活動量を左右する要因
幼児　Hinkley ら 27）は就学前児の身体活動量の規定因について過去 27 年間（1998-2007）の先
行研究を概観し，男児は女児より活発なこと，活動的な両親の下で育つ幼児の身体活動量も高い
こと，戸外の活動を好む幼児は室内活動のそれと比して活発であること，就学前児の身体活動量
は年齢や体型（BMI）と関係がないこと，と総括した．
　Gustafson�&�Rhodes 22）�は幼少年期の身体活動量の親の役割について注目した研究を概観した．
その結果，親子間の活動量の多少に相関性は無かったが，親による子どもの活動への支援と励ま
しは有意な貢献要因となる，と示唆された．特に親の一方が活発である場合，両親が不活発なそ
れと比して，子どもの活動の肯定的な役割モデルとなった．さらに性差に見る親子間の影響度の
違いについては，男きょうだいより女のそれに母親の活動量の影響が及ぶこと，対して父親の活
動量は男きょうだいの活動量に影響すること，が示された．
　両稿に共通して，親の支援と役割モデリングは，子どもの身体活動量を説明する上で重要な鍵
概念であり，活動共有の意味，活動の世代間の継承，などの側面から議論されている．�
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児童　�Bauman ら 7）は幼少年期の各発達年代における全般的な傾向性について総括した．4-9
歳までの幼児・児童前期においては男児の活発さは一貫した傾向だが，その後の発達年代に進む
と性差に不一致が見られるのは，後述する効力感や課外活動へのコミットメントといった「個人
差」が拡大するゆえ，だろう．幼児・児童期においては，親の婚姻状況（ひとり親を含む）は子
の活動量に影響せず，BMI やその他の体格要因も幼少年期及び青年期においては活動量の決め
手とはならなかった．
　心理社会的側面において，効力感はいずれの発達期においても一貫して活動量の貢献要因であ
り，行動の統制感は幼児・児童期における傾向性は不安定だが，青年期になると活動量の有意な
貢献を示す．幼児・児童期には，身体活動の価値や障壁への認識は，決定因としては個人差が大
きく影響度は不明確であり，また身体への有能感や活動性などの社会的態度については，青年期
においても説明力は弱い．このように幼児・児童期及び青年期における行動学的側面の規定因に
は（成人期以降の生活習慣病が危険因子となる疫学研究の知見と比して）いくらか変動が大き
く，健康面で不合理な行動を採る者も，身体的に不活発というわけではなく，またその逆もあ
る．すなわち，幼少年期においては，身体活動の意味づけが成人期以降のそれとは異なるゆえ，
発達や健康への関連づけには周囲の重要な他者の役割が大きくなる．
　社会経済的要因について，人口統計学的因子はより強い貢献要因となり，先進国では男性，よ
り若年者で，経済的に余裕がある者ほど活動量が多く，活動的か否かは個人差が大きくなる．幼
児期における教育投資がその後の人生に及ぼす投資効果が顕著に高いとの主張 15）にあるように，
若年層，特に就学前児をターゲットとした身体活動促進の介入は，社会・経済格差，教育格差，
健康格差にかかわる今日的課題の解消の有力な手段となる．
　
２）身体活動量と FMS への介入効果の検証
身体活動量向上に関する議論　幼少年期の身体活動量がその身体的な健康度とともに心理社会的
恩恵を伴うことが期待されるゆえ，その増強への多数の介入方策が行われてきた．その介入効果
に関しては活動量の増大への支持と不支持に見解が分かれる．後者に関して，Metcalf ら 32）は，
無作為化比較試験（RCT：randomized�controlled�trial）を用いた 30 件の研究について，活動量
の介入内容とその効果に関する検証をおこなった．その結果，幼少年を対象とした参加者への活
動量への介入効果は，期待されるよりも小さいこと（1 日の歩数に換算しておよそ 4 分超程度），
またその程度の活動量の微増では体格指数や肥満度の改善への貢献はわずかであること，と総括
した．「運動の恩恵」への「常識」に反する本研究結果は様々な余波を残した．幼老を問わず，

「健康」という将来の不確実な ｢恩恵｣ のために変化するか否かを選択するとき，「現状維持のバ
イアス」56）の影響が及ぶことを，介入を施す者に警句する．
基本的運動技能　子どもの体力・運動能力の具体的な指標であるき FMS が向上することは，身
体活動量の増大にもつながる．学校体育を中心とした介入は FMS の改善にいかなる効果がある
のか，また FMS のどの側面に効果が及ぶのかについて関心が集まる．Morgan ら 38）は FMS の
向上への介入効果について，基準を満たした 22 の研究について系統的なレビューとメタ分析を
行った．抽出された全ての研究での介入効果は有意な増大を示し，メタ分析により大きな改善効
果が認められた体力要素は粗大運動技能と移動運動技能で，中程度のそれは対象操作の技能で
あった．上記の特徴から，全身運動，用具の操作を通じた，自他を通じた体験的な関係性が育ま
れており，FMS 自体は個々の技能要素だが，その習得において，学校体育を通じての集団と個
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の相互作用が媒介的な役割を果たす，と示唆される．
　この後 Holfelder と Schott 28）は，FMS の向上が身体活動量の増大につながるのかどうか，児
童と生徒を対象に系統的なレビューを行った．先の研究とは対照的に，FMS と身体活動量の関
連性は，個々の研究では正の貢献を示したが，必ずしも確定的な証拠は得られなかった．次に，
性差に注目して検討したところ，女児については正課体育での活動時間が FMS の向上に正の貢
献を示したが，男児については課外でのそれの貢献がより大きかった．さらに体力要素について
は，先の報告と同様に，対象操作技能と移動運動技能の高さは身体活動量の増大につながってい
た．特に，幼児期の FMS の高さは成人期の身体活動量の大きさと関連していた．興味深い指摘
として，体力の二極化を考慮すれば，FMS の備わっているものは同じ課題からより多くを学び，
更なる活動につなげる可能性が予測されるが，その未発達な者は習得のつまずきやその後の活動
への意欲を消失させる可能性が高い，と示唆された．正課と課外に関わらず，学習者の技能水
準や特性に応じたきめ細やかな対応が，就学期の子どもの FMS 向上と身体活動量の増大に関連
し，引いてはその後の発達期における活動量と健康関連指標の持続につながるだろう．この身体
活動，FMS，正課・課外スポーツ活動，認知機能，及び学業成績，学校適応の相互の関連性に
ついては今後の検討を要する55）．

３）子どもの身体活動による心理社会的恩恵
幼児　Timmons ら 54）は，幼児（2-5 歳児）を対象に，運動（遊び）の心理・社会的恩恵につい
て研究を概観した．介入的に 1 日 30 ～ 40 分の身体活動を行うことにより，体格や肥満度といっ
た健康関連指標の成果が得られることが示唆された．この結果は，先の Strong らの青少年を対
象とした結果 53）とも一致し，「指針」で掲げられるように 1 日 60 分以上の運動が期待されるこ
との証左となる．
　成人や青年を対象とした研究の一般的知見として，不安や抑うつの低減や自己概念の向上が挙
げられるが，幼児対象のそれでは必ずしも同様には認められなかった．彼らは Ekeland�ら 17）の
総説を引用しながら，幼児期に体験が期待される全身運動の有能感への影響について，対照群と
比較して 10％程度改善すると言及した．その社会的な期待とは相反して，幼児期の身体活動に
よる身体的恩恵を確実に証拠づける研究成果がまだ少ないが，幼児期の有能感の高さが実際の運
動の成就と密接につながること，仲間との成就の相対的な比較が有能感の源泉となること，有能
感の形成には信頼できる大人からの評価が影響すること，子どもは有能感をさまざまな体験を通
じ形成するとともに，遊びを通じた総合的な学びと密接に関連すること，そして有能感の形成に
は自律的な振る舞いを認める雰囲気づくりが求められること，と考察された．
　この「恩恵」を享受するために期待される指導者の関わりとして，就学前の幼児の発達課題と
して，自律性，仲間関係，規律性などが挙げられるが，自我の芽生えまたはその未分化な年代に
おける望ましい発達を見守りながら，運動（遊び）に留まらず，多様かつ直接的な体験を通じて
成功─失敗体験を試行錯誤的に繰り返しつつ，幼児個々における有能感を育むことが求められる．
児童・生徒　児童・生徒に及ぼす学校体育の恩恵に関して，Strong ら 53）�は包括的なレビューを行
い，実証研究に基づく勧告を下した．それを要約すると，①過体重・肥満傾向の改善，②呼吸循
環器系の機能改善，③骨格や筋力の向上，④不安傾向や抑うつの改善，自己概念や有能感の向上，
そして⑤学業成績への貢献，が挙げられた．その概要について上記の④と⑤に関して述べる．
　第 1 に，青少年の身体活動の心理的恩恵に関しては，成人の対象のそれと同様の傾向が認めら
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れた．まず，気分・感情の改善に関しては，いかなる身体活動をどの強度で行うかによって効果
が変動するゆえ，運動を楽しみ，達成感を実感でき，価値をおける活動内容を工夫する必要があ
る．次に，自己概念や有能感に対してその恩恵をもたらす活動内容は，有酸素運動もしくはそれ
に体力づくり運動の組み合わせ（筋力または柔軟性を高める運動），ダンス，などと指摘された．
また，スポーツ活動の自己概念の向上に対する効果の支持については見解が混在する．コーチン
グや授業での指導法は，この年代の青少年に対して敏感に作用する．�
　成人と同様の疫学研究のデザインが青少年にも適用されるが，各年代別に運動への目的や価値
が変化するゆえ，幼少年期特有の心身の背景を踏まえた上で，「恩恵」に関する実証的な研究を
積み重ねて行く必要がある．身体活動の心理的恩恵に関しては，身体的なそれと比して，個人差
が潜在するゆえ，単純な正の貢献と説明率の高さを期待することには慎重でありたい．この領域
で操作的に用いられる「自己概念」や「有能感」などに現れる「自己」の概念については，社会
一般が期待する「自己」と個々が形成しつつある「個性」を区別して考える必要がある．
　第 2 に，学業成績への恩恵に関しては興味深い結果が認められた．経験的には学業成績向上に
とって主要教科以外は軽視される傾向があるが，研究結果はこの通説を支持しなかった．まず，
正課体育の授業時間増は学業成績に若干の上昇をもたらすこと，またそれに伴う他の主要教科の
時数減を生じても，必ずしも成績低下の原因とはならなかったこと，さらに所定の時間内での作
業成績を高めること，などが見出された．以上，体育に関わる身体活動は集中力や記憶力または
学級内での学習習慣に貢献するとともに，知的活動の生産性を改善する効果も期待される．

４）身体活動と認知機能の連関性
　なぜ身体活動や基本的運動技能が自己概念や認知機能に作用するか，に対する明解な説明は少
ない．1 つの仮説として，認知技能と運動技能の連鎖（motor-cognitive� link）の存在が示唆さ
れ 16，21），実行機能（Executive�Function：EF）が鍵概念となる．EF とは，「複雑な課題の遂行
に際し，抑制（葛藤事態への合理的選択）やスイッチング（課題ルールのシフト），情報の更新
などを行うことで，思考や行動を制御する認知システム，あるいはそれら認知制御機能の総称で
あり，特に新しい行動パターンの促進や，非慣習的な状況における行動の最適化に重要な役割を
果たし，人間の目標志向的な行動を支える」と定義される 33，39）．
　幼少期の学習活動には心身両面において体験的かつ具体的な操作を伴う要素が多く含まれるゆ
え，運動技能（微細及び粗大）の巧みさは，授業内容の理解や学習習慣の良好さの前提条件とな
る 11）．また学校生活及び集団生活への適応という点で，運動技能と認知技能の相互の良好さは
適性要因となろう．この反証として，発達障害傾向など学校生活に個別の配慮を要する児童にお
ける学校及び集団生活への不適応，手先の不器用さ，授業全般への取り組みや理解の困難，が挙
げられる 15）．
　「人の振り見て我が振り直せ」の如く，学校生活適応においては，集団行動や生活の流れ，教
師の意図などの文脈の中で，自身の振る舞いを適応的に調整する必要があるが，狭義の EF に
は，目標設定，計画，選択，実行，評価等の要素において，運動技能の学習モデルに想定される
要素とも少なからず類似性がある．今日，「模倣」（imitation）をはじめとして運動と認知の技能
間の連関に関わる研究が日進月歩で，その期待に対する慎重な見解もあるが 29），認知技能と運
動技能の連鎖，引いては運動技能と学業成績及び学校適応という未解明の研究課題の説明につい
て，今後の実証の蓄積が待たれよう．
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５）子どもの身体活動量，FMS，及び学業成績の関連
　幼少年期における身体活動量と基本的運動技能（FMS）は幼児・児童期及び青年期（3-18
歳）にいかなる影響を及ぼすのだろうか．Lubans ら 31）によれば，FMS における有能さは８つ
の心身の側面（自己概念，身体的有能感，全身持久力，筋力，体格，柔軟性，活発な生活習慣）
の恩恵をもたらす．従って，幼少年期に「基本的動作」を習得している者ほど，「体力」の充実
を助長し，日常生活での行動の活発さが高まり，引いてはその後の肯定的な自己概念の形成につ
ながる，と示唆される．
　CDC12），及び Rasberry�ら 49）は，正課及び課外での身体活動が学業成績に及ぼす恩恵につい
て総説にまとめた．全体的に，身体活動量の高さは，①認知的技能（授業への関心，思考，理
解）と授業態度，②学習習慣（主体的な取り組み，集中力），そして③学業成績（全国学力テス
ト，読解力，数的思考力のテスト）における良好さと関連性を示す成果が 50.6％，有意な効果を
認めない成果が 47.8％，負の貢献を認めたものが 1.6％であった．この結果は Strong ら 53）に反
して，必ずしも身体活動が学業成績との間の実証的な成果をもたらさないが，身体活動が学業成
績を低下させる可能性は少ないこと，を示唆する．
　Fedewa�と Ahn19）は子どもの学業成績と認知的恩恵に及ぼす身体活動量と体力の影響につい
てメタ分析を行った．1947 年～ 2009 年にわたる基準を満たした 59 の研究を抽出し包括的なレ
ビューを行ったところ，身体活動量の大きさは学業成績と認知的恩恵の高さと有意に関連してお
り，とくに有酸素的な運動量の顕著な効果が認められた．具体的には，まず身体活動の特徴とし
ては週 3 回以上，有酸素運動，より低学年児，身体的・知的により健常児，男女共修，小集団単
位のきめ細やかな指導，であった．その恩恵の特徴として，算数の学力，知能テスト得点，読解
力，といったいわゆる「読み・書き・算盤」（3R’s）の向上が認められた．なぜ身体活動が認知
的恩恵をもたらすのかついて，活動量の増大が集中力と自己肯定感を高め，疲労や飽きを減ら
すこと 51），身体活動による脳構造と機能の改善効果の示唆 24），さらに媒介要因（性差，発達差，
社会経済的及び社会文化的差異）の関与，から説明された．

６）身体活動と実行機能の関係性
　Etnier ら 18）は，身体活動による EF への影響の現況についてまとめ，その有意な正の貢献を
認めたが，研究方法論の確立が途上段階であり，その有効性を実証する証拠はなく，その定義，
測定方法について今後の研究間での共通認識の必要性を提起した．
　Davis と Lambourne14）は身体活動による EF をはじめとする認知機能への影響について実証
をおこない（MCG 研究），一定量の身体活動の増大が座位中心の生活習慣の改善，肥満改善，
さらに EF と学業成績（算数）の改善をもたらすことを示した．興味深いことに，20 分間の活
発な運動の効果よりも，40 分間のそれが大きく，学業達成と身体活動量の密接な関係が示唆さ
れ，それを促すカリキュラムや指導者の質などの重要性が提起された．｢指針｣ において一日に
60 分間以上の中強度の運動が実証に基づき推奨されているが，心身の各恩恵に対して必要な運
動量について今後の進展が期待されている．
　Hillman と Kramer 25）の総説では，有酸素運動による EF をはじめとする認知機能への有効性
について概観し，子どもから高齢者の各発達期，そしてヒト及び動物研究に関する実証成果をま
とめた．その機序の説明には到らないが，生物学的基盤による説明，運動量と認知機能の改善量
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（用量反応）の関係性，運動効果の感受期，生活関連因子との相互作用，などの今後の課題を提
起した．
　Best 8）は有酸素運動による EF への貢献について総説し，特に有酸素的な身体活動が，必ずし
も記憶や連合学習を促さぬが，高次の脳機能活動を動員し，活動への適応のための思考を働かせ
ていること，こうした作用が健康関連指標にも有用であること，運動が知的な作業から遠いよう
だが，意外にもその恩恵が知的な側面に及んでいること，こうした事実が運動の効果を軽視しが
ちな大人への有力な説得となること，に言及した．
　Biddle と Asare 9）は運動と認知機能に関する 18 の総説を概観し，定期的な運動が認知と学業
成績の改善に有効であるが，その効果は若干で，研究間でも不一致であること，に言及した．教
室内での適応的な行動についても検討したが，期待される一貫した結果は認められず，前述のよ
うな方法論的な課題の解決が必要のようだ．
　Hillman ら 26）は，7-9 歳の児童を対象に有酸素運動による EF への影響を RCT により検証し
た結果，その有効性を確認し，さらに画像解析による脳の構造と機能に基づく説明を進めた．
　有酸素運動の効果を支持する研究と対照的に，　Verburgh ら 57）は，身体活動の EF への影響
について 6-12 歳の児童を対象にメタ分析を行った．その結果，短時間の運動（acute�exercise）
でも有効であるが，より長時間なそれ（chronic�exercise）での有効性は確認できなかったこと
から，異なる運動時間での EF への効果への今後の検証の必要性が言及された．
　以上，身体活動の心理的恩恵について概観したが，その政策的な推進や社会的な期待に反し
て，一貫した見解は得られぬ現状があり，これは定義や方法論における共通認識の不一致という
初歩的な問題の未整理に由来する．また、介入に適用される身体活動の種類が、成人期以降の健
康関連体力で検討されてきた指標とほぼ一致するが、幼少年期における身体活動の固有性と独自
性を鑑み、その心身発達の鍵となる活動タイプや運動要素の提案が求められる。
　ところで，Moffitt ら 34）の出生後から成人期までの 40 年間にわたる自制心に関する縦断研究
によれば，幼児期の自制心（self-control）はその後の発達期におけるそれとも密接に関連し，健
康関連指標や，家庭生活や社会・経済的な安定性，犯罪予防などに寄与していた．この研究に
おける自制心は，3 ～ 11 歳までに２年ごとに，衝動性，攻撃性，注意欠陥／多動性，満足遅延，
耐性欠如，などが測定された．幼少年期における，自制心を培う家庭・学校・社会における教育
的な環境の重要性が示唆された．身体活動や体育・スポーツにおいては，「自由と規律」が内包
され，自身の取り組みと周囲との関わり・指導・援助によって，自制や克己，協調といった社会
性の要素を活動それ自体の中で体得する．身体活動の「量」にのみ目を奪われることなく，その

「質」や「過程」についても説明理論の深化を進めることは，｢健全な身体に，健全な精神が宿
る」という格言をめぐる，古くて新しい謎の解明につながることが期待される．

総　括

１）今後の研究課題
　欧米を中心とした身体活動とその恩恵の関係性については，介入研究によって原因―結果の
関係性を強く実証する方向性にあり，心理的それについても例外ではない．肥満をはじめとする
生活習慣関連病を解消する有効な健康関連体力の因子として身体活動量には期待が寄せられるゆ
え，活動量と恩恵（アウトカム）の線型関係が仮定される．しかし，発達途上の子どもを対象
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に，活動量，運動（遊び），個人差等の多様性を考慮せず，活動量の用量反応関係の規定因に拘
泥するだけでは，「子どもは大人の小型版ではない」という幼少年期発達の箴言を，自ら否定す
る罠に陥る．これは「指針」作成における識者の見解の多様性にもつながり，「1 日 60 分以上の
運動が望ましい」の解釈における答えのない問いとなろう．國土 30）の指摘に則して，今後取り
組むべき課題について整理する．

①　幼少期に習得が期待される，多用な運動（遊び）や活動に焦点を当てた，より日々の生活
に沿った活動パターンを含む身体活動把握の方法の開発．

②　｢指針｣ で提案された「基本的な動き」の質的な評価．
③　幼少期に望ましい活動量と，不活発あるいは過剰な運動に伴う危険度の評価．
④　身体活動の量的側面と，幼少年期の発達に焦点化した質的側面の関連性の解明．
⑤　非線型の解析方法を用いた最適値の検討．

２）まとめ
　本研究課題における研究の蓄積と課題の改善が途上であることに留意しながら，下記に本研究
をまとめた．

⑴　幼児期運動指針の公表により，幼少年期に身につけるべき基本的な動き（基本的運動技
能）のリストアップ，評価法の提案，体育指導への応用可能性が具体的に示され，具体的
な実践方策として実効性が期待される．

⑵　子どもの身体活動の関連要因についての総説を検討したところ，子どもの活動量は，必ず
しも成人期で認められるような健康関連の合理的な行動で説明されるわけではなく，家族
の関わりや仲間の存在といった，または子どもの生活に則した重要な他者の存在も見逃せ
ないことが示唆された．

⑶　子どもの身体活動量と介入効果に関する議論について，統制された実験計画の下では介入
効果が微増のみ，という批判があるが，子どもの活動の多様性や質的側面について，今後
丁寧に検討する必要がある．

⑷　子どもの身体活動による恩恵に関する総説によると，生活習慣関連病の危険因子の低減な
ど成人期と同様の有効性，また基本的運動技能の向上が確認され，「指針」の「1 日 60 分
以上」を支持する．その心理的恩恵については，学業成績面への改善の期待も大きいが，
一貫した結果が得られていない．こんにち，学校生活適応や学業面の中核因子と推察され
る「実行機能」と身体活動の関連性に注目が集まるが，その定義，測定方法など整理しな
がら，幼少年期に期待される活動内容と実行機能向上の関連性の解明について，今後の研
究の蓄積が待たれる．

（付記）�　本研究は平成 27 ～ 29 年度文部科学省科学研究費補助金（課題番号：24500708）の配分
を受けて行われた．
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